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論 文 内 容 要 旨
本論文 は、 『資本論』第二部第二編 「資本の回転」を 『資本論』体系の理論的関連を念頭 に置 い
て検討 し、経済学原理論 にお ける資本回転 の理論的意義 を明 らかに しようと した ものであ る。『資
本』 とは価値増殖す る価値 の運動体である点を強調す る論者 は多 いが、運動体 と しての資本 を具体
的に考察す る資本回転論の研究は、 ほとんど手っかずの状態 に置かれていると言 って も過言ではな
い。本論文は、数少ない先行研究(宇 野氏 ・公文氏 ・日高氏)に 基 づきなが ら、資本回転論 を詳細
に研究 したものである。
その要 旨を逐条的に述べ る前 に、本論文 の狙 いとす る所を 『資本論』体系 や経済原則 の点か ら述
べ る。本論文 は、「資本の回転」論 における資本回転 の具体的態様を、『資本論』 の第一部 「資本の
生産過程」論 を第三部 「資本主義的生産の総過程」 に媒介する規定の解明であることを明 らかにす
る。 この点は次の理論 的関連か ら明 らかになる。一方で、資本の生産過程の編成様式 とその遂行の
仕方が、資本回転 の具体的態様 を規定す るのみな らず、第一部の労働の生産諸力 として明 らかにさ
れ る生産過程 の効率的関連が、 資本の回転期間の諸成分 と共 に、資本の回転数や剰余価値の年率 の
度合 いを規定す るか らであ り、他方で、資本回転論 に独 自な規定(充 用資本 と投下資本 の区別や資
本の回転数や剰余価値 の年率)は 、諸資本の競争 を主導する形式である利潤率を決定 するか らであ
る。
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資本回転 は社会的な物質代謝 を遂行する資本家的に特有な歴史的現象形態であるか ら、資本回転
の諸規定 は、あ らゆる社会に共通ないわゆる経済原則 に含 まれる諸事象を表現する資本家的規定 と
い う意味を もっ。物質代謝過程 を遂行す る際にどの社会で も問題 となる物質代謝過程 の効率的関連
は、資本主義社会では資本回転における回転数 として現象す る。 また、社会 の物質的発展の元本 は
剰余生産物以外には存在 しないが、 この社会発展の元本を創造す る効率的関連 は、剰余価値の年率
や利潤率 として現れる。故 に、「資本の回転」論の解明は、第一部 「資本 の生産過程」 の内容 を、
諸資本の競争を通 して実際に展開す る資本 の 「具体的な諸形態」(第三部)へ と媒介す る理論 的規
定の解明であるが、それは同時にいわゆ る経済原則に含まれる効率的関連の資本家的形態の解 明で
もある。
以上 のような第二編 「資本の回転」論 の理論的意義を解明す るために、本論文で は 『資本論』の
展開に即 して 『資本論』第二部のテキス ト・クリティーク ・問題点の指摘 ・資本回転 の諸規定 の再
構築を行 ってい る。
本論文 の第一部では、 「資本回転論の課題 と考察方法」について明 らかにす る。序章で は、資本
回転論の考察対象 となる産業資本の運動の態様 ・姿 を明確 にす るために、『資本論』第二部第4章
「循環過程の三っの図式」を検討 し、三循環の統一 と しての産業資本の現実的循環 とい う資本運動
の態様が、資本回転論 の考察対象であることを明 らかにす る。第一章で は、資本回転論で解明すべ
き課題 を検討 し、資本回転論の主題 は、回転期間の諸成分を中心 とする資本回転 に含 まれる諸契機
が、資本回転の効率的関係に影響を及ぼすことの解明にあることを明 らかにす る。 その影響 は二っ
の点を含み、一方では一定量の投下資本 が一定期間にどれだけの商品価値 をもた らすか という点で
あ り、他方で は資本回転が価値増殖 に及 ぼす影響 とい う点である。前者 は、資本回転が商品価値量
で示 され る生産規模 に及 ぼす影響であり、後者 は、資本回転が価値増殖の度合いに及 ぼす影響 であ
る。第二章では、資本価値の流通様式の相違か ら生 じる固定資本 ・流動資本 とい う資本運動上 の資
本規定の区別 にっいて、『資本論』の主張を検討する。固定 ・流動資本 の区別 は、資本回転論の主
題解明のために、流動資本の回転 という理論的場の設定のために必要 となるが、それだけで はな く、
固定 資本 ・流動資本の区別は、投下資本 の総回転 という資本回転論の最終的規定 にとっての前提 と
なる。第三章では、現行第二編 に事実上含 まれている資本の回転期間に関す る二種 の規定(現 実的
回転期間 と価値回転期間)を 明確 に区別 する必要性を明 らかに し、 また本論文の考察 を容易にす る
ために、本論文が念頭 に置 いている、「複線的連続生産」 に基づ く資本回転 と 「単線的連続生産」
に基づ く資本回転 という資本回転のモデルを提示 している。
本論文の第二部では、現行 『資本論』第二部の回転期間論を検討 し、その意義 と問題点を明 らか
に している。現行 『資本論』 は、第二部 の第5章 「流通期間」 と第12-14章で事実上二度資本 の回
転期間の諸成分(労 働期間 と生産 ・流通期間の諸成分)に っいて考察 しているが、 その二度 の考察
が如何 なる関連にあるか、および資本運動 に要する期間を考察す る視角 は明確 であるかが、明 らか
にされねばな らない。本論文の立場は、一方では、資本循環論で資本運動 の諸部面 を姿態変換す る
のに要す る時間 ・期間がその諸部面の理論的性格 と共 に現実的期間 として解明されねばな らず、他
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方では、資本回転論において現実的諸期間を基礎 と して、前貸 と環流に要する時間を異にす る資本
諸部分の回転運動 を 「平均回転」である価値回転期聞と して解明 されねばな らない、 とい うもので
ある。
本論文 の第四章 は、「資本論』第二部第12章を検討 してい る。マルクスが 「労働期間」を 「多数
の相関連す る労働 日の連続 によ って形成 される一つの労働 日」 と して、労働 の対象化 の見地か ら規
定 しようと している点 は問題である。労働期間 は資本価値が労働 に媒介 されつつ労働=生 産過程を
姿態変換す るのに要する時間 ・期間 として規定 しなければな らない。 しか し第12章には、労働期間
の長短が資本投下 の大 きさに及 ぼす影響 や生産諸力の発展 による労働期間の短縮 にっいての言及が
存在 し、 これ らは資本回転論の主題 を明 らかにするものとして評価 しなければな らない。本論文の
第五章では、「資本論』第5章 前半 と第13章における生産期間論 を検討 している。第5章 前半 にお
ける生産資本 の充用 という見地か ら生産期間の諸成分 を規定 しよ うとする主張があるが、それは第
12章における労働 日の連続か ら労働期間を規定す る見地 と同様 に問題である。第13章の検討では、
第5章 と重複す る資本 の生産期間の諸成分を明示す る主張があるが、 これは第5章 部分で展開すべ
きものである。第13章にはその章の主要な主張 とは言えないが、「複線的連続生産」 に基づ く資本
回転態様 についての指摘や生産期間の長短が投下資本の量的大 きさに及ぼす影響 に関する主張がみ
られ、 それ らは資本回転論の主題 との関連で評価 しなければな らない。本諭文の第五章第三節では、
資本主義社会における在庫形成一般 と生産在庫期間にっいて も考察 している。本論文 の第六章では、
『資本論』第5章 後半 と第14章を検討 している。第5章 には 「資本の流通期間 は一般 に資本の生産
期問を制限 し、 したが って資本の価値増殖過程 を制限する」 とい う主張が見 られ るが、 この主張は
事実上資本回転論 の主題である回転効率 という問題を時間に即 して述べた ものであ り、第5章 部分
では十全 に展開できるものではない。第14章の検討では、そこで展開されている、運輸期間 ・商品
引渡契約か ら生ずる期間 ・信用販売 と流通期間の関連 ・送金期間 ・生産在庫の保有 に伴 う購買準備
金 としての貨幣資本の滞留期間 という資本の流通期間の諸成分に関するマルクスの主張に論評を加
えている。
本論文の第三部では、第七章 と第九章 とで、資本回転論の二っ の主題 を考察 している、第15章
「回転期間が資本前貸 の大 きさに及ぼす影響」 と第16章「可変資本の回転」 とを検討 し、第八章で
資本回転が生産規模や価値増殖 に及ぼす影響を資本回転 モデルにより具体的 に展開 し、最後に第十
章で資本回転論の意義 を明 らかに している。
第二部第15章は、「単線的連続生産」 に基づ く資本回転 とい う資本回転の特殊 な態様の想定 に基
因する資本1・IIへの分割 や貨幣資本 の遊離 という、資本回転論 としては本筋で はない議論に拘泥
しすぎており、第15章の表題 に示 されているよ うな、資本回転が物質代謝 の規模 に及ぼす影響 とい
う資本回転論 の一っの主題 を十全 に展開 しているとは言えない。 それに対 して、第16章「可変資本
の回転」 は、「単線 的連続生産」 に基づ く資本回転 という特殊な想定の もとでで はあるが、充用資
本 と投下資本 とい う資本回転論 の決定的に重要な資本規定 を基礎 と して、資本回転が価値増殖 に及
ぼす影響を剰余価値の年率 と して ほぼ展開 しきっている。資本 回転の特殊 な態様の想定 を不問 に付
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せば、問題は、第16章が充用資本 と投下資本 との区別 を資本回転一般の考察に不可欠な区別 として
展開せず に、専 ら 「可変資本の回転」 に即 して しか考察 していない所 にある。
本論文の第八章 「資本の回転期間 と投下流動資本量」は、第二部第15章を本論文の立場 か ら、資
本回転 のモデルに即 して積極的に展 開 したものである。そ こでは、生産編成 の態様 と遂行様式およ
び資本運動 の諸部面で充用 され る流動資本の量的大 きさを前提 に、労働期間の長短 ・労働期間を越
える生産期間の延長 ・生産在庫 の保有 と生産在庫期間 ・複数製品生産 ・運輸期間の存在 ・商品引渡
契約の規模 ・商業信用の締結が、資本回転に如何なる影響を及 ぼすかを、流動資本の投下量 ・年間
回転額 ・回転数 という資本回転の量的指標の変動 として明 らか にしている。 この考察 によ って、資
本の回転期間の諸成分が投下資本の効率や作用度(一 定量の投下流動資本量で達成 され る生産の規
模)に 如何 なる影響を及ぼすかが、明 らかにされ る。
本諭文 の第十章 「資本回転論の意義」では、資本回転論の再構成(章 別構成)を 示 しっっ、資本
回転論の理論的意義を経済原則 の見地か ら展開 している。資本回転論 の主題を端的に表す資本回転
論の二っの規定、資本 の回転数や剰余価値 の年率 とは、資本回転が物質代謝の規模 と価値増殖 の度
合 いとに及ぼす影響 という、資本回転に含まれる二っの効率的関連を表現す るのであるが、それ ら
は、 どの社会で も問題 になりうる、物質代謝の効率的関連や物質代謝の発展の程度 を転倒 して表現
す る資本家的規定であることを、明 らかにしている。すなわち、一方で は、一定期間 に社会が必要
とする生産物量の獲得のためにどれだけの生産元本(ス トック)が 物質代謝過程に繋縛 されなけれ
ばな らないかとい う点、他方で は、物質代謝の量的発展のたあに必要不可欠な剰余生産物を獲得す
るのにどれだけの生産元本が物質代謝過程 に繋縛 されなければな らないか とい う点、 これ らの点は
どの社会 でも問題 にな りうる原則的 な関連である。
資本の回転が社会的物質代謝を遂行す る特殊歴史的な方式であるとすれば、資本回転論の諸規定
を基礎に展開される利潤率 という規定は、単 に資本 一賃労働関係 という階級関係の隠蔽的な規定 と
してのみ理解す るのは不十分である。投下資本 と剰余価値 とい う価値関係で示 される利潤率は、そ
れ と同時 に、転倒的かっ盲 目的な仕方でではあるが、資本家的な物質代謝過程を生動 ・発展 させる
規定であることが、明 らか になる。第十章 の最後で補節 として、利潤率 という規定 の展開の仕方 に
関連 して資本回転論 と利潤論の関連を簡単に考察 している。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
この論文 は、『資本論』 のマルクス経済理論でもっとも研究が少ない分野 の1っ と目される 「資
本の回転」論 について、詳細 な研究を行 った ものである。『資本論』第2部 第2編 の詳 しいテキス
ト・クリテ ィークを行いなが ら自説 を述べ るが、 この 自説相当部分を箇条的に取 り出せば、次のよ
うである。
1)資本 の回転 とは、資本 を投下 と回収 の関係 としてみるものであるが、 これは、剰余価値の年率
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や利潤率を規定する要因であり、資本主義では資本の効率 として問題 になっている。
2)どの社会で も 「物質代謝過程」(経済過程)を 効率 的に関連 させることが必要 でありこれが資
本主義では資本の回転 として問題 になっている。
3)資本の回転では、貨幣資本循環、生産資本循環、商品資本循環の統一 による現実的循環が問題
とな る。
4)現実的循環で は、「単線的連続生産」 による資本回転ではな く 「複線的連続生産」 による資本
回転が主 とな る。
5)資本 の循環 と資本の回転では、扱 う 「時間」 に相違がある。資本の回転では、結局、「平均回
転」である 「価値回転」が問題 になる。
6)回転期間の長短 は、投下資本量 にも影響す る。
7)資本の回転は 「経済原則的」には、一定期間 に一定生産物を得 るのに緊縛 される生産元本の量、
一定期間に一定の剰余生産物を得 るのに緊縛 され る生産元本の量、 という効率を測 っている。
8)利潤率 は、資本 ・賃労働の階級関係 を隠す役割 しか果た さないのではな く、「物質代謝過程」
を効率的に編成 し発展 させる基準 となっている。
9)資本 の回転論 は、理論編成上 は、 「資本の生産過程」論 を 「総過程 の諸姿態論」 に転換 させ る
意義 を持 っている。
このような亀嫡氏の議論 に若干の先行的議論がないわけで はないが、本論文の独 自の もっとも重
要な寄与 は、資本回転の原則的ない し実体的意義を説 いていることである。一定量 の生産物 を生産
す るのに、同 じ労働量100時間を要 し、一方 は2人 で50時間で完成 し、他方 は5人 で20時間で完成
す るとき、一定量の生産物の生産に要す る労働時間は同 じであるか ら、労働 コス ト的には差 はない
がやはりどのよ うな社会で も可能な らば5人 で20時間で完成することが選好 される。消費を早 く可
能にす るなど、「物質代謝過程」の効率 は高 いか らである。亀崎氏は、資本主義では これが資本 の
回転で測 られていることを明 らかに した。 この場合、投下資本量 は同 じであるが資本の回転期間は
一方 は他方の2/5になっており、剰余価値の年率 も価値利潤率 も一方 は他方 より高 く、資本の回転
が速い方が選好 され、 これによって、高 い効率の 「物質代謝過程」が選ばれていることになるか ら
である。従 って、氏 は、利潤率にっいても、資本 ・賃労働の階級関係の隠蔽 という点で捉えるだけ
でなく、その原則的ない し実体的意義 を捉えるべ きだとしている。
本論文の 『資本論』解釈や形成史理解 にはやや荒いところも見 られ るが、本論文が数少 ない本格
的資本回転論 の1つ として、資本回転 を考える際の重要な論点 の1っ を提起 していることは十分認
め られる。 よって、本論文は、博士(経 済学)の 学位を授与できる水準 に達 していると判断す る。
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